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Modi government and the Middle East:  







India’s status in the world has been elevated since the beginning of this century, 
supported by its accelerated economic growth. In order to grow from a regional to 
world power, the foreign policy of a nation needs to be adapted to the new 
circumstances. In this context, the new relations between India and the Middle East 
attract our attention. We must also consider the repercussions of domestic politics on 
the subject, particularly since the advent of the BJP government under Narendra Modi 
in 2014. 
Ever since the BJP government came to power in 2014, India has begun to 
question the assumptions of political principles such as “secularism,” established 
under the Congress party government since the country’s independence in 1947. The 
new orientations could be termed as a paradigm change or a watershed in the political 
framework in the history of independent India. In the domestic field, the BJP 
government challenges the Indian “secularism” and pursues a sort of “ethnic 
democracy,” a concept introduced in Israel. Concerning its foreign policies India is 
gradually discarding its use of the traditional non-alignment principle and pursues a 
combination of multiple alliances taking into account the rising influence of China.  
The ruling party, BJP, is the political wing of the RSS, an influential Hindu 
right-wing ss organization promoting Hinduism as the national identity of the Indian 
nation. The BJP and RSS particularly target the Muslim community in their campaign 
to promote “Hindutva,” a Hinduized national integration concept. The Indian 
“secularism” traditionally emphasizes equal consideration of every religious 
community in India. However, the Modi government in 2019 annulled the 
constitutional clauses that guaranteed special allowances to the Jammu and Kashmir 
state with Muslim majority and introduced an amendment to the citizenship law which 
excluded Muslims while considering granting citizenship to illegal refugees.   
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Under these circumstances, the Modi government pursues three different policies toward the 
Middle East. The first policy is to promote trade and investment, primarily from the viewpoint of 
mutual economic interests. India’s dealings with the Gulf countries and East Africa are typical cases 
where the Modi government employs this policy. The second policy is to enhance India’s regional 
dominance and neutralize any interventions from neighboring Muslim countries in India’s domestic 
policies concerning the Muslim citizens in the country. The third policy is a newly emerged special 
relationship with Israel, which has strategic, technological, and ideological implications in the 
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（１）RSS と BJP のシオニズムへの親近感 
（２）ネタニヤフのイスラエルはインドのモデルとなるか 
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なトーンが強いという印象を避けるために、その後「構想」に変更された。2018 年 5 月
の米国は、従来の米「太平洋軍」を「インド太平洋軍司令部」へと改称し、2019 年 6 月











無用な対立に巻き込まれないよう慎重な対応を模索している。2018 年 5 月の武漢での非
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 第 1 に、石油ガスの自給ができないインドは中東湾岸諸国にエネルギー資源を依存せ
ざるを得ない。インドの原油の輸入依存度は年々増加傾向にあり、2018/2019 年度（2018
年 4月~19年 3月）には 83.7%にまで高まり、前年度より 3%増大した 1。インドは中国と
ならび中東原油の巨大な輸入国であり、中国の原油輸入量は世界第１位、インドは世界
第 3 位の原油輸入国となっている。ちなみに第 2 位は米国である。国際石油市場におけ





重を 4 割まで高めることができる 2。他方、中国、インドネシア、ブラジルは現段階では
IEA加盟の意向は持っていない。 
ここで重要なことは、インドの原油輸入依存度が今後とも高まると見られていることで
ある。2018-19 年のインドの原油輸入先はグローバル化しているが、第 1 位はイラクで
                                                        
1 『NNA アジア経済ニュース』2019 年 5 月 8 日。 
2 『日本経済新聞』2019 年 12 月 7 日。 
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4661 万トン、第 2 位はサウジアラビアで 4033 万トン、第 3 位はイランで 2390 万トン、
第 4 位は UAE で 1749 万トンとなっているように、中東特に湾岸の比重がクウェートを
入れると 6 割と、非常に高いままとなっている。サウジアラビアは伝統的にインドに対
する最大の石油供給国であったが、2017-18 年度以降はイラクにトップの座を譲った。イ
ンドにとって湾岸が特に重要であることは言うまでもない。第 5 位はベネズエラで 1732
万トンであるが、前年度は UAE よりもベネズエラの方が多かった。以下、第 6 位はナイ
ジェリアで 1683 万トン、第 7 位はクウェートで 1078 万トン、第 8 位はメキシコで 1028
万トン、第 9 位は米国である。米国が対印輸出を急増させているのが注目される。 
 しかしインドにとって原油輸入問題において米国トランプ政権の圧力を無視できなく
なっている。米国による対イラン、対ベネズエラ経済制裁の影響を直接受けることにな
り、次節で述べるように、2019 年 5 月以降はイランからの輸入の停止を余儀なくされて
いる。また新たな動きとして、米国がシェール・オイルとシェール・ガス双方の生産高
において世界第 1 に浮上したことである。その結果、米国は原油と LNG で輸出余力を持
ち輸出国で世界市場に登場しつつある。米国は中東を含む石油輸出国と競合する可能性
が高まり、中東産油国が相対的に厳しい状況に置かれる可能性がある。インドにとって
は原油・ガスの調達先が拡大することになる。すでに 2020年 2月 24日に訪印したトラン
プ米大統領はインドへの石油・ガスの輸出促進を明言した。 
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は「同盟国」に特別扱いを認めなかった。2019 年 5月 23 日、インドのシュリングラ駐米



















                                                        
3 India has ended Iranian oil imports business-standard.com May 24, 2019. （2020 年 1月 10 日
アクセス） 
4 AFP BB news2019 年 5 月 24 日 afpbb.com（2019 年 12 月 25 日アクセス） 
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バハールでは 2017 年 12 月３日には開港式が行われ、インドからの小麦が同港を経由し
てアフガニスタンに搬送された 5。18 年にはアフガニスタンからチャーバハール港を通
















                                                        
5 鈴木均「イラン・チャーバハール港開発の含意」『中東レビュー』No.112, 2018 年 3 月号。 
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 インドの外交面で、従来の会議派政権と BJP モディ政権の差異を最も際出たせるもの
の一つは対イスラエル関係である。モディ BJP 政権のイスラエルへの接近である。イン
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とがなかった。インドと PLO(パレスチナ解放機構)はすでに 1974 年に正式の交流を始め、
1988 年 11 月 18日にインドはいち早くパレスチナ国家を承認した。 






















全保障などを挙げている。ネタニヤフ首相は 2018 年 1 月中旬 6 日間の長期の訪印を行い、
多面的な協力分野について協議した。これはイスラエル・インド関係が新たな段階に
入ったことを示すものであった。ネタニヤフはインドとの関係緊密化を重要な政治的資





 ネタニヤフ首相の訪印直後の 2018年 2月 18日、モディ首相はヨルダンでアブドラ国王
と会った後、インドの首相として初めてパレスチナを訪問した。ラマッラではアッバー
ス・パレスチナ大統領と会談し、インドはパレスチナ独立国家を支持するという立場を
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軍関係の分野で伝統的に深く関わってきた。そのモーリシャスが 2017 年 12 月に中国と
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いて正確な数字はないが、総人口の 15%程度といわれ、Pew Research Center は 2019 年で
約 1 億 9500 万人としており、パキスタンのムスリム人口とほぼ同程度かそれ以上と見ら
れる。インドは世界で2番目、あるいは 3番目のムスリムを抱える国である。また、シー






 第 1 次モディ政権においては、まだいくつかの州で牛の屠殺・牛肉食用の禁止などの
法制定が行われるなどの動きがあったが、「ヒンドゥトヴァ」のイデオロギー的側面は、
2019 年 5 月の総選挙（連邦下院）で与党 BJP が予想に反して圧勝したことを背景に、急
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6 広瀬公巳『インドが変える世界地図-モディの衝撃』文春新書、2019 年 10 月、162 頁。 
7 同上。 
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独立前後のインドにおける「世俗主義」の議論の波は 3 つの時期に分けられる。 
 第 1 の時期は、インド・パキスタン分離独立による混乱・宗派間虐殺・難民の影響が
生々しく残り、「世俗主義（Secularism）」に対する風当たりは一面強かった時期であっ
た。その時期にもマハートマ・ガンディーはヒンドゥー・ムスリムの共存を「世俗主義」














 第 2 の時期は、インドで「世俗主義」が新たな焦点となった 1970 年代半ばである。
1976 年に当時の首相インディラ・ガンディーは 59 項目にわたる第 42 次憲法改正案を上
下院で提案した。そのなかには憲法前文の改正が含まれ、従来のインドの国是を「主権
                                                        
8 htttps://theprint.in, 3 January 2020（2020年 1 月 31 日アクセス） 
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政党としての BJP を理解するには、それを支持してきた、あるいは BJP 創設の母体の
役割を果たしてきた RSS (Rashtriye Swayamsevak Sangh:国家奉仕隊)9を理解しなければな
らない。RSS はインドのヒンドゥー化を推進しようとしてきた英国植民地支配下の 1920
年代に結成された団体である。現段階のメンバー数は不明であるが数百万人は下らない
と見られ、独立以降は政党として 1951 年に人民同盟(Jana Sangh:ジャナ・サング)を結成
した。1977年に解党してジャナタ党（Janata Party:人民党）に合流したが、その後 1980年
に新党 BJP を結成した。RSS の政党結成の理由は、RSS の理念を達成するには政治の世
界に入る必要があるという判断からである。実際問題として RSS のメンバーと BJP のメ
ンバーが重なることも多い。モディ首相もアミット・シャー内相も RSS の活動を通じて
頭角を現してきて、その後 BJP でも有力な政治家として成長した経験を共有している。




動（Total Revolution ）」と称する反政府運動を展開した J.P.ナーラーヤンが運動に参加し
た RSS の役割を評価したことも、RSS がマージナルな存在から脱する一因となった。 
RSS が公然たるヒンドゥー主義を唱えているのに対して、BJP はインド憲法に沿って
「世俗主義」の枠内での活動を標榜しているが、それでも共通しているのはヒンドゥー主
義的世界観あるいは価値観である。RSS と BJP の行動綱領を比較検討すると両者の区別
                                                        
9 https//rss.org（2019 年 12 月 1日アクセス） 
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第５節 イデオロギー面でのインド・イスラエル間の相互関係  
 
（１） RSS と BJP のシオニズムへの親近感 
 BJP モディ政権が成立した 2014 年はインド・イスラエル関係において大きな転換点を




                                                        
10 http://www.jkbjp.in/about-bjp/bjp-constitution/（2019 年 12 月 2 日アクセス） 
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11 M.S. Golwarkar, We, or Our Nationhood Defined, Delhi, 1939, p.20. 
12 C.P.Bishkar, “Pt. Deendayal Upadhyay Ideology & Perception”, 2014, p.82. 
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13 Sammy Smooha, Nation and Nationalism, 8(4)、2002, pp.475-503. 
14 htttp://theprint.in 29, August 2019（2019 年 12 月 1 日アクセス） 
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イスラーム世界でインド批判を行ったのはマレーシアとトルコである。2019 年 12 月 18










 2019 年 12 月 11 日にインド連邦議会で市民権（国籍）法改正案（The Citizenship 
Amendment Act: 以下 CAA）が通過成立した。CAAの趣旨は 1955年の市民権（国籍）法を
改正して、近隣三か国（アフガニスタン、バングラデシュ、パキスタン）からの不法移
民に市民権を与える途を開くこととされている。具体的には 2014年 12月 31 日以前にイ
ンド領内に不法入国したヒンドゥー教、スィク教、仏教、ジャイナ教、パールスィー(ゾ
ロアスター教)、キリスト教の各信者にインド市民権を与える途を開くもので、帰化に必
要な期間を 11年から 5年に短縮するとしている。 
 インド・モディ政権と対中東政策  




















 市民権改正に対する反発は全国の主要都市に拡大し、北部にあるインド最大の UP 州や
デリーでも反対運動が展開されている。デリーのシャヒーン・バーグでは 2019 年 12 月








録を実施する計画（The National Register of Citizens: NRC）である。反対派は今回






                                                        
15 “India’s citizenship bill puts secularism at risk”, The Financial Times, Dec.12, 2019. 
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る。2019 年第 3 四半期(7~9 月)の GDP 年率換算成長率が 4.5%と発表されたが、6 四半期
連続して 8%から低下してきている。構造的問題を指摘する声も小さくない。また広域自
由貿易圏構想として交渉されてきた RCEP(東アジア地域包括的経済連合)から 2019 年 11
月初旬事実上撤退した巨大な対中貿易赤字約 535 億ドル(2018 年)など競争力に問題が出
ている。 
このように経済指標が危機的であるときに、ヒンドゥー化政策進められている。これ
は政治システムのパラダイム変革につながる可能性がある。現段階では中東諸国との経
済政治関係が影響を受けているように見えないが、マレーシア、トルコ、イランの政治
指導者からインドの動きに警戒心を持つ発言も見られるようになっている。いずれにし
てもインドが経済的にも政治的にも、また外交的にも岐路にたっていることは明らかで、
そのなかでインド・中東関係を見る必要があると思われる。 
 
